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第８条（協力義務）
　乙が、譲渡債権の保全若しくは行使又は下請負人への支払等につき、甲の協力を必要と
する場合は、甲は直ちに乙に協力するものとする。なお、この場合必要となる費用につい
ては甲の負担とする。
第９条（受益の意思表示）
　下請負人は、乙に対して、本契約の各条項を承認したうえで、平成　　年　　月　　日
までに、甲と連署した書面により、下請債権を被担保債権とする第４条の担保権の利益を
享受する旨の意思表示をすることができる。
２　下請負人が前項の意思表示を行った場合、甲及び乙は、その権利を損なう行為をする
　ことができない。
３　第７条第２項の場合、乙が甲に対して乙の貸金債権等への弁済充当後の残額を甲に返
還したときは、下請負人は、乙に対して下請債権の請求をすることはできない。
第10条（説明請求）
　下請負人は、乙に対して、譲渡債権及び被担保債権の概要の説明を求めることができる。
第11条（合意解約の禁止）
　甲と乙とは、下請負人が第９条に定める受益の意思表示をした後は、その同意がなけれ
ば本契約を解約することができない。
第12条（合意管轄）
　本契約に関して争いを生じたときには、乙の所在地を管轄する地方裁判所を管轄裁判所
とする。
　この契約を証するため本証書二通を作成し､各自その内容を確認し署名捺印のうえ､各々
一通を所持する。
　　平成　　年　　月　　日
　　　　　債権譲渡人（甲）
  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　
　　　　　債権譲受人（乙）　宮崎市鶴島三丁目１７５－１
宮崎管工事協同組合　代表理事　長倉　康治
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